
中小企業信用保険法第 2条第 5項第 5号申請書イ－①売上対比表 

 

申請者（住所）                  

（氏名・法人名称）             

（代表者氏名）               

（電話）                  

１：事業が属する業種毎の最近１年間の売上高（    年  月～    年  月） 

 ＊最新の決算期または直近 1年間の売上高を業種毎に記載してください。 

業種（※１・２） 最近の売上高 構成比 

 円 ％ 

 円 ％ 

 円 ％ 

 円 ％ 

全体の売上高 円 100％ 

※１：業種欄には、営んでいる事業が属する全ての業種（日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種名）を

記載。細分類業種は全て指定業種に該当することが必要。 

※２：指定業種の売上高を合算して記載することも可 

 

２：最近３か月と前年同期の売上高             （単位：円） 

 ＊申込時点における最近 3 か月とは申請月の前月・前前月から起算した月とする。 

     月      月 月 3 か月合計 

企業全体の最近

３か月の売上高 

   【Ａ】 

企業全体の前年

同期の売上高 

   【Ｂ】 

 

３：最近３か月の企業全体の売上高の減少率 

 

【Ｂ】        円 － 【Ａ】      円 
×100 ＝      ％ 

【Ｂ】        円 

 

   上記について相違ありません。 

                  証明者（公認会計士・税理士・商工会等） 

                   

                  住所 

                  氏名                 ㊞ 

これは磐田市の独自様式です。 

税理士事務所・会計事務所等の確認印を押印願います。 

押印のない場合は、売上減少等を確認できる試算表・勘定元帳の写し等を添付してください。押印のある場合は、

確認資料の添付は必要ありません。 



中小企業信用保険法第 2条第 5項第 5号申請書イ－②売上対比表 

 

申請者（住所）                  

（氏名・法人名称）             

（代表者氏名）               

（電話）                  

１：事業が属する業種毎の最近１年間の売上高 

当社の主たる事業が属する業種は＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿（※１） 

業種（※２） 最近１年間の売上高 構成比 

 円 ％ 

 円 ％ 

 円 ％ 

 円 ％ 

企業全体の売上高 円 100％ 

※１：最近１年間の売上高が最大の業種名（主たる業種）を記載。主たる業種は指定業種であることが必要。 

※２：業種欄には、日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種名を記載。 

２：最近３か月と前年同期の売上高比較             （単位：円） 

 ＊申込時点における最近 3 か月とは申請月の前月・前前月から起算した月とする。 

    月     月 月 3 か月の合計 

主たる業種の最近３

か月の売上高 

   【Ａ】 

企業全体の最近３か

月の売上高 

   【Ｂ】 

主たる業種の前年同

期の売上高 

   【Ｃ】 

企業全体の前年同期

の売上高 

   【Ｄ】 

３：減少率 

（１）主たる業種の減少率 

【Ｃ】        円 － 【Ａ】      円 
×100 ＝      ％ 

【Ｃ】        円 

（２）全体の減少率 

【Ｄ】        円 － 【Ｂ】      円 
×100 ＝      ％ 

【Ｄ】        円 

  上記について相違ありません。  証明者（公認会計士・税理士・商工会等） 

                   

                  住所 

                  氏名                 ㊞ 

これは磐田市の独自様式です。 

税理士事務所・会計事務所等の確認印を押印願います。 

押印のない場合は、売上減少等を確認できる試算表・勘定元帳の写し等を添付してください。押印のある場合は、

確認資料の添付は必要ありません。 



中小企業信用保険法第 2条第 5項第 5号申請書イ－③売上対比表 

 

申請者（住所）                  

（氏名・法人名称）             

（代表者氏名）               

（電話）                  

１：売上高が減少している指定業種 

＊申込時点における最近3か月とは申請月の前月・前前月から起算した月とする。 

ａ．売上高が減少してい

る指定業種（※１・２） 

ｂ.前年同期の売上高 ｃ.最近３か月の売上高 

（    年  月～ 

  年  月） 

ｄ.減少額 

 円 円 円 

 円 円 円 

合計         円 

【Ｂ】 

円 

【Ａ】 

円 

※１：認定申請書の表には、ａ.欄に記載する指定業種（日本標準産業分類の細分類番号と細分類業種名）と同

じ業種を記載。ａ.欄には売上高が把握できている指定業種のみの記載でも可。 

※２：指定業種の売上高を合算して記載することも可。 

２：全体の売上高 

＊申込時点における最近3か月とは申請月の前月・前前月から起算した月とする。 

前年同期の全体の売上高 最近３か月の全体の売上高 

（    年  月～ 

  年  月） 

減少額 

        円 

【Ｄ】 

円 

【Ｃ】 

円 

３：減少率 

（１）前年の企業全体の売上高等に対する、指定業種に属する事業の売上高等の減少額等の割合  

【Ｂ】        円 － 【Ａ】      円 
×100  ＝    ％ 

【Ｄ】        円 

 

（２）企業全体の売上高等の減少率 

【Ｄ】        円 － 【Ｃ】      円 
×100 ＝    ％ 

【Ｄ】        円 
 
 上記について相違ありません。  証明者（公認会計士・税理士・商工会等） 

                   

住所 

                  氏名                 ㊞ 

これは磐田市の独自様式です。 

税理士事務所・会計事務所等の確認印を押印願います。 

押印のない場合は、売上減少等を確認できる試算表・勘定元帳の写し等を添付してください。押印のある場合は、

確認資料の添付は必要ありません。 


